別紙（第６条関係）
　事業計画書
	事業名
	

	事業区分
（該当に☑）
	□プロジェクションマッピング事業
□ドローンショー事業

	
	□①新規申請事業
□②継続２年目事業　令和　年度（　　年度）採択事業
□③継続３年目事業　令和　年度（　　年度）採択事業

	１　事業の目的（必要性）






	２　実施内容





	３　地元との調整状況




	４　実施スケジュール
【申請時にこのメモは削除してください】
該当しない場合は空欄でご提出ください。






	５　共同実施者（申請者が民間事業者、その他の法人の場合は記入必須
	概要情報
	名称
	

	
	業種
	

	
	所在地
	

	
	連絡先
	【担当者（部署/役職/氏名）】
【電話番号】
【メールアドレス】

	要件の確認
（該当性を確認のうえ両方に☑）
	□実施地域の事情に精通し、地域との調整能力を有している団体である。
【そのようにいえる理由・実績等】
	





□申請者の実質的支配関係にある団体ではなく、対等な立場で協議ができる団体である。

	本事業における共同実施者の具体的な役割
	





	６　翌年度以降の４年間のプロジェクションマッピング等実施計画
　　※新規事業は令和12年度まで、継続２年目事業は令和11年度、継続3年目事業は令和10年度までの記載必須
	令和９年度

	



	令和１０年度
	



	令和１１年度
	



	令和１２年度
	






	７　実施にあたり必要な行政機関等の許可等の取得状況
（取得済の場合はその旨を記載、今後取得見込の場合は取得時期の見込を記載）





	８　期待される効果（数値等を用い具体的に記入、効果測定の方法についても記載）
（１）入力必須項目
	
指標
	
測定方法(計算式・測定手法などを記載)


	目標来街者数
（　　　　　　人）
	

	目標一人当たり経済波及効果
（　　　　　円/人）
	



（２）上記以外の効果及び測定方法（該当ある場合）






	９　経費内訳【申請時にこのメモは削除してください】
助成対象経費（交付申請経費）：税抜
財団助成額（B）：税抜かつ千円未満は切り捨て
それ以外の費用は税込で記載をお願いいたします。
提出前にA＝B＋C＋D＋Eをお確かめください。

	総事業費
（A=B+C+D+E）
	助成対象経費
(交付申請経費)
	総事業費に係る負担区分

	
	
	財団助成額
（B）
	区市町村
負担額
（C）
	自己負担額
（D）
	寄付金等収入
（E）

	円
	円
	円
	円
	円
	円


　<資金調達計画>
	積立金
	円
	借入金
	円
	その他
	円

	負担金
	円
	寄付金
	円
	合　計
	円




	９　翌年度以降の４年間の資金計画
　　※新規事業は令和12年度まで、継続２年目事業は令和11年度まで、継続３年目事業は令和10年度までの記載必須
＜令和9年度＞
	総事業費
（A=B+C+D+E）
	助成対象経費
(交付申請経費)
	総事業費に係る負担区分

	
	
	財団助成額
（B）
	区市町村
負担額
（C）
	自己負担額
（D）
	寄付金等収入
（E）

	円
	円
	円
	円
	円
	円



	積立金
	円
	借入金
	円
	その他
	円

	負担金
	円
	寄付金
	円
	合　計
	円



＜令和10年度＞
	総事業費
（A=B+C+D+E）
	助成対象経費
(交付申請経費)
	総事業費に係る負担区分

	
	
	財団助成額
（B）
	区市町村
負担額
（C）
	自己負担額
（D）
	寄付金等収入
（E）

	円
	円
	円
	円
	円
	円



	積立金
	円
	借入金
	円
	その他
	円

	負担金
	円
	寄付金
	円
	合　計
	円



＜令和11年度＞
	総事業費
（A=B+C+D）
	助成対象経費
(交付申請経費)
	総事業費に係る負担区分

	
	
	区市町村
負担額
（B）
	自己負担額
（C）
	寄付金等収入
（D）

	円
	円
	
円
	円
	円



	積立金
	円
	借入金
	円
	その他
	円

	負担金
	円
	寄付金
	円
	合　計
	円



＜令和12年度＞
	総事業費
（A=B+C+D）
	助成対象経費
(交付申請経費)
	総事業費に係る負担区分

	
	
	区市町村
負担額
（B）
	自己負担額
（C）
	寄付金等収入
（D）

	円
	円
	
円
	円
	円



	積立金
	円
	借入金
	円
	その他
	円

	負担金
	円
	寄付金
	円
	合　計
	円





＊記入欄が足りない場合は、適宜追加して記入すること。
